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１．はじめに
近年、孤立防止および生活支援など高齢期
における単身者生活の問題に焦点を当てた実
践的研究がおこなわれるようになってきた
（斎藤２００６；山口ら２０１１など）。高齢者のみ
の世帯比率の構成をみると、高齢夫婦のみ世
帯の増加に対応して単身高齢者世帯の増加と
上昇が顕著となっており、孤立や孤独死の防
止、あるいは、緊急対応の際、日常的な声か
けや見守り（山口ら２０１１）などに関わる支援
の問題が発生している。
高齢者ケアは、家族、近隣住民や友人等の
インフォーマルサポートと介護保険サービス
に代表される公的サービス等のフォーマルケ
アの組み合わせ（冷水ら２００９）によって提供
されている。介護保険サービスを利用する単
身高齢者の契約締結能力の問題から権利擁護
事業の必要性が指摘される（下薗２００４）背景
としては、自己決定を支える・頼りにできる
親族がいない（近くにいない）、あるいは、
生涯独身で生活する高齢者が増加しているこ
とが関連している。認知症高齢者・単身高齢
者世帯が増加している一方、親族が成年後見
人として選任される割合はここ数年減少し（１）、
家族ケアの新たな問題が登場している。
このように単身高齢者をとりまくインフォー
マルサポートが変容していくなかで、これま
でどのようなサポート資源として機能してき
たのか、そして、今後いかなる機能が期待で
きるのかを検証する時期にきている。
本稿では、単身高齢者の支援の問題を中心
に、インフォーマルサポートの担い手として
機能してきた子をはじめとする親族および非
親族がおこなってきた支援内容に関する知見
を整理し、インフォーマルサポートに関わる
今日的な研究課題を明らかにする。
２．単身高齢者支援に関する研究動向
図１に日本および海外における単身高齢者
の支援に関する研究動向を整理した。高齢期
の単身生活者が多い欧米では、可能な限り家
族と同居せずに独立して生活するライフスタ
イルが一般的（Arling １９７６；Fenglerら
１９８２；Rubinstein１９８５）であり、単身高齢
者数が増加し始めた１９５０年代後半に社会的孤
立の研究（Townsend１９５７；Tunstall１９６６）
が着手された。
当時、高齢期には、退職や身体的な衰えを
経験する中で社会関係が喪失されていくと考
えられていた。その後、単身高齢者は、別居
子（Shanas１９７３；Lopata１９７３）、きょうだ
いや孫（Anderson１９８４；Goldbergら，１９８６）
などの親族と生活上必要な援助のやりとりを
していることが明らかにされる。加えて、非
親族によるインフォーマルサポート（Wister
ら１９９０）を含め、親族との近接性、家族、友
キーワード：単身高齢者、インフォーマルサポート、家族関係
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図１ 単身高齢者の支援を取り上げた研究動向
54
人および近隣関係の大きさ、そして、高齢者
と家族、友人、近隣と地域集団間の介入程度
などをモデル化したソーシャルサポートネッ
トワーク研究（Wenger１９８９）へと発展し
ている。
わが国に目を向けると、１９７０年代に入り、
単身高齢者を対象とした研究が見られるよう
になった。この当時から、単身高齢者の社会
的孤立・孤独死の問題が取り上げられ（安藤
１９７５；１９７９）、援助の受け手として位置づけ
られた在宅単身高齢者に向け、のちのホーム
ヘルプサービスとなる老人家庭奉仕員制度
（１９６３年）、ショートステイ（１９７８年）、デイ
サービス（１９７９年）といったサービスが整備
された。その後は、単身高齢者人口の増加と
ともに、社会的に単身高齢者に注目する機運
が高まり、海外と同様、家族に関する研究か
ら社会関係研究へ転換した。また、性別によっ
て他者に支援を求める傾向は異なり、特に男
性単身高齢者は、女性に比べて孤立傾向が高
い（須田１９８６）ことが知られるようになる。
さらに２０００年以降は、公的介護保険制度と合
わせて施行された地域福祉権利擁護事業（当
時）や成年後見制度といった各種権利擁護事
業について、単身高齢者の生活実態を明らか
にする中から、煩雑な手続きの緩和、利用料
の減額措置など、制度運用のあり方を考察し
ている研究（下薗２００４）や高齢者が単身生活
を続けることができるための諸条件の解明
（福島ら２００４；合田２００５；井上ら２００６；鈴木
ら２００７）など、単身生活支援を目的とした研
究がみられる。具体的な研究テーマ別には、
「生活の実態に関するもの」「健康の管理に
関するもの」「精神的健康や QOLに関する
もの」「生活の中での思いに関するもの」「独
居生活の継続に関するもの」「介護保険サー
ビスの利用に関するもの」「センサーを用い
ての行動モニタリングの試み」、「介入・支援
事例をもとにした報告」、「震災被災高齢者に
関するもの」「援助者の支援の特徴に関する
もの」と整理されている（２）（浅川ら２０１０）。
これらを見ると、研究対象としての単身高
齢者は当初、孤立しているとしてみなされ、
その後、別居する子の支援と合わせて、制度・
政策上のサービス、近隣住民や友人によるサ
ポートを受け取る存在となった。そして近年
は、保健・医療および福祉などさまざまな領
域から、フォーマルサービスおよびインフォー
マルサポートを組み合わせたソーシャルサポー
トネットワークの視点に基づき、在宅におけ
る単身生活を支援する体制の整備について検
討されている。
次に、家族との関係について研究上ではど
のように取り扱われてきたのかを確認する。
３．老親子関係の研究レビュー
（１）高齢者の家族サポート
これまで多くの研究から、高齢者の生活上
発生した病気や介護に代表されるニーズを解
決する手段的サポートを提供しているのは親
族（子）である（富樫２００７；古谷野２００９など）
ことが指摘されている。老親と子の関係は、
両者の居住距離と同居子の有無によって異な
るが、主に、息子から金銭的援助を、娘から
精神面におけるサポートを受けていた（Lopata
１９７３）というように、子の性別によってサ
ポート内容の違いがみられる。わが国の全国
家族調査（NFRJ）によれば、息子から実父
母に対しておこなわれているのは経済的援助
が多く、実父母・義父母の介護は、圧倒的に
娘・義娘が多いという結果や別居である場合
と比較して親と同居している場合、介護の経
験は高いが、話し相手や励ましなどの情緒的
なサポートは別居者の方が多くおこなってい
る（安藤２００４）という結果もあらわれている。
前田（１９８８）は、高齢者と子および友人の
関係性の違いについて、「病気時の世話」「経
済的援助」を例に挙げて述べている。老親の
経済的・身体的扶養責任には、「第一に親族
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―なかでも子―にあり、親族扶養が不可能な
場合のみ非親族扶養が行われるべし」という
社会規範による老親扶養義務者の序列が存在
する。友人は、体力・経済力に乏しい老人で
ある場合が多いため、このような援助は不可
能である。また、余命短い老人にとっては、
このような援助を友人から受けても、今後、
援助の互酬性を保ちえる保証はない。そのた
め老人の経済的・介護的援助源となりうるの
は、かつて養育してきた実績のある子に限ら
れやすい（前田１９８８）。このように子による
老親扶養が要請されているが、扶養理論から
家族介護を考えると、介護は家族の世話（面
倒見的援助）の範囲を超えたものとみなされ、
家族介護においても有償的な雇用契約を結ぶ
ことができる（山脇１９９７）とされている。家
族の扶養義務に介護を含むべきではないとす
る山脇（１９９７）は、介護労働が妻・娘・嫁な
どの女性に担われていることを指摘し、「介
護義務を扶養の一内容として法的義務化する
ことは、女性の介護労働の固定化・強化に手
をかすことになりかねず、万難を排して国が
しなければならない高齢社会に向けての諸施
策の手抜きを許すことにもなりかねない」
（山脇１９９７：１０２）と主張している。民法上、
成人子は親への経済的扶養をおこなうことが
原則であるが、高齢者と家族の間では、「雇
用」や「契約」という概念はなじまず、現実
には何気なく金銭や物品がやりとりされなが
ら、サポートが展開している場合も少なくな
いのではないだろうか。
そこで、次は老親と子の援助関係の中でも
特に経済的な側面に注目し、経済的援助を受
けている子は親の介護をおこなっているのか
を検討する。
（２）高齢者と子の相互支援関係
まず、岡村（１９８４）は、女系の三世代血縁
関係（姑―嫁―孫娘）を取り上げ、仕送りや
物品やり取りの有無および内容、緊急時の金
銭援助の違いを分析した。仕送り・物品のや
り取りについて、とくに、親から別居子に対
して最も多い贈り物はお年玉に次いで誕生祝
いであった。また、別居子から親に対しては、
歳末・年賀、母の日の贈り物が最も多かった。
老親と別居子は、親や子どもたちにとって、
記念のイベントとなる日や年中行事時に物品
のやり取りがおこなわれ、それらが親子の交
流のきっかけとなっていると考えられる。さ
らに、別居子から親への贈り物の回数が頻繁
（月に１回以上）であるほど、親から別居子
への贈り物の頻度も高いという結果も出てい
る。とりわけ、別居している親子関係では、
一年のうち、親から別居子へ平均７．９７回、別
居子から親へ平均１０．８回であった。
岡村（１９８４）の研究においても、子が住宅
や土地を購入する際、高齢親による金銭援助
を受けていることが指摘されているが、小林
ら（２００７）は、全国高齢者調査（３）の結果から、
親から子への資産提供の実際を明らかにして
いる。親との別居の場合、子の約２０％は結婚
後に１００万円以上の金銭援助を受けているが、
不動産譲渡については同居子が２０％に対し、
別居子は５％未満であった。さらに、子の続
柄別にみると、長男・長女でかつ同居の場合
に不動産が譲渡される割合が高く、長男・長
女以外であっても別居子は金銭援助を受けや
すい傾向にあった（小林ら２００７）。現在も親
の財産は同居子が継承して面倒を見るという
スタイルが浸透していることがうかがえるが、
別居子であっても子や孫のライフイベントの
なかで出費が必要となった場合には援助がお
こなわれているようだ。
しかしながら、岡村（１９８４）・小林ら（２００７）
両氏の研究においても、親から子に対する経
済的援助がケアをおこなう関係を規定してい
るということは断言できない。とはいえ、親
と子は、経済的な見返りを得ることによって
成立している関係ではなく、無条件に援助が
提供される永続的な結合関係にあると捉えら
れている（富樫２００７）。老親子関係に関する
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研究の視点には、「親子の情愛、これまで育
てられたことに対する恩恵ないし尊敬」（渡
辺１９９６：６４）といった日本の家族規範が今な
おあるといえる。この関係性を「愛情イデオ
ロギーによる束縛」（４）とみる説（山田１９９４）も
あるが、他の関係では代替が難しいサポート
こそを家族が提供していることも事実である。
（３）研究テーマの変遷
図２は、高齢親・子関係に関する研究テー
マの変遷をまとめている。１９７０年代半ばにみ
られる増田ら（１９７６）・塚本ら（１９７８）の研
究は、とくに単身高齢者と別居子の関係に着
目した初期の研究であった（５）。その後、「老
人をまるがかえで扶養していたかつての三世
代家族とは様相が異なりつつ」（岡村１９８４：
１８）ある過程の中の老親子の経済的な相互援
助関係が浮き彫りにされた。また、法律学の
分野では、１９９０年代にいち早く高齢化社会に
おける家族・家庭扶養の問題に着目していた
（渡辺１９９６；山脇１９９７）。渡辺（１９９６）は、
法律学・経済学や社会学の研究者らの老親扶
養の考え方についてレビューし、「真に人の
生きがいや家族の情愛など、内面的・精神的・
実質的な側面から扶養をとらえようとしてい
る」（渡辺１９９６：６６）ことが前提にあり、そ
して、それを裏打ちする老人扶養家庭への経
済的援助など公的支援の充実を図ることを指
摘した。また、老親子でかわされる経済的援
助の互恵性については、小林ら（２００７）が１９８７
年から同じ対象者に追跡調査をおこなってい
る全国高齢者調査の結果をもちいて、とくに、
後期高齢期にある老親と子の関係を明らかに
した。
アメリカでは、１９９０年代以降、親族に関す
る研究が下火になったともいわれている
（Johnson２０００）が、わが国においては、
高齢者と子の関係を取り上げる研究は衰退す
るどころか活発に議論されている。近年は、
扶養規範に基づいて老親を支えるケアの担い
手としての子の機能がますます強調されてい
ること、加えて、子以外の親族にとどまらず、
非親族のサポート役割が期待されていること
が論点となっている。
図２ 老親子関係に関する研究テーマの変遷
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４．単身高齢者のインフォーマルな支
援関係
（１）非親族によるサポート
ここまで、高齢者と子の間には、金銭・物
品のやりとりが存在していることが浮き彫り
にされてきた。だが、その子がケアの担い手
となり得ているか否かについては、十分な議
論がなされていない。
現在、高齢者の社会関係は子に加えて、親
族や近隣住民、友人をも含むものと解され、
高齢者と他者の関係に視点が置かれている。
後述するように、単身高齢者の場合、とくに
近隣住民の援助が日常生活を継続する重要な
ファクターとなっている（山口２０１１など）。
子以外の他者については、自然と関係が継続
していく子との関係とは異なり、援助・つな
がりを維持する配慮がなされているのではな
いだろうか。ここでは、インフォーマルな相
互支援関係をみていく。
対象とした単身高齢者７０名の半数が日常的
に援助を必要としていた山中（１９７６）の研究
では、「寝込むような病気をしたときの身の
回りの世話」「少しまとまったお金が入用に
なったとき」のサポートは、子・親類・きょ
うだいに限定されていた。この家族によるサ
ポートに関しては、３の「老親子関係の研究
レビュー」でも確認した。援助の担い手と内
容については、男性の場合は、「娘」が「食
事の用意、洗濯、買い物」などの家事を担っ
ており、子の多い男性単身高齢者の場合は、
子に援助を求め、近隣への依存は少ないとい
う。女性は「近隣住民」に「買い物、洗濯、
外出の付き添い」「大型ごみの運搬」「役所へ
提出する書類の記入」「急病時の医者への連
絡」など、生活上重要でかなり急を要する場
合の援助を依頼していた。そして、子どもの
いない単身高齢者である場合、近隣住民が援
助者となりやすいことも確認されている。郷
ら（２００５）の研究でも、単身高齢者が生活上
困った「遠方への外出」や「身体上のトラブ
ル」、「地区の役割」「家・周囲のメンテナン
ス、力仕事」は子が援助し、「文書内容の理
解」の援助者は子ではなく、近隣住民であっ
た。
（２）インフォーマルサポートとの相互支援
関係
このように単身高齢者にとって、近隣住民
は日常的な支援を担うサポーターであること
がわかる。高齢者と子の間では金銭や物品を
介したやりとりが展開されていたが、非親族
とはいかなる支援関係が成立しているのだろ
うか。
山中（１９７６）によると、単身高齢者は、一
番親しい近隣住民に「お土産の交換」「手料
理の交換」「世間話の相手」を「してもらう」
ことの方が多かった。また、これらは、相手
に「してもらう」だけでなく「してあげる」
傾向も高かった。山中（１９７６）は、大橋
（１９７３）が整理した「互助的近隣づき合い」
と「社交的近隣づき合い」という近隣関係の
二つの特徴をもちいて交際内容を整理してい
る。山中（１９７６）の研究では、「集金料など
の立て替え」「郵便物などの預かり」「外出時
の留守を頼む」「市場などへの買い物」「手料
理の交換」「悩み事の相談」などが「互助的
近隣づき合い」であった。この「互助的近隣
づき合い」は、「社交的近隣づき合い」と呼
ばれる項目よりも近隣住民の担い手が少ない
ことが明らかにされた。
また、古川ら（２００３）は、鹿児島県笠沙町
の高齢者のつきあいの広がりが生活支援にど
のように活きているかについて、親戚や近隣
住民同士や遠距離の友人等によるつきあいの
内容から明らかにしている。ここでの「つき
あいの広がり」とは、つきあいの相手の人数
の多さ・年齢差の大きさ・つきあいの行為の
多さ・距離の長さがあることを指している。
まず、集落を基礎とした付き合いでは、気軽
な付き合いをし合う関係性が見られる。特徴
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的であるのは、「してもらう」項目として、
集落内では「車に乗せてもらう」、集落外で
は「病気時の看病」が存在することである。
古川ら（２００３）の研究では、サポートの内容
は提示されているが、サポートの提供者が不
明であるため、推測の域を出ないが、外出時
のサポートは近隣住民が担うことも少なくは
ないはずである。また、集落外にいる家族が
病気時には看病をしている姿も想定されるの
ではないだろうか。また、付き合い方は年齢
や世帯類型によっても大きく異なるものであ
る。高齢者にとって付き合いのある相手は、
自分と比較的年齢が近い他者である傾向が高
い。互いに援助を与え・受け取る相互関係が
みられるが、自分より若い世代には、「車に
乗せてもらう」「買い物」「力仕事」「草取り」
「ゴミ捨て」などを「してもらう」ことが幅
広く多い。世帯別にみると、夫婦世帯は、主
に配偶者が情緒的・手段的サポートの中心に
なるため、高齢になって大変になる力仕事を
世帯をこえてサポートしてもらうほかは、世
帯内で困り事はある程度解決することができ
ているといえる。単身世帯において災害等で
不安なときや話をするというような情緒的サ
ポートの必要度が高まるのは、これまで配偶
者が担ってきた数々のサポートを受け入れて
くれる別の他者が必要となる「関係の代替性」
が発生していると考えられる。
見てきたように、単身高齢者は、家族以外
の他者にサポートをしてもらうことに加え、
自らもサポートする主体となっており、心理
的・物理的な面で相互に他者と支え合いなが
ら生活を送っている。互いに「見守り・声か
け」「相談」「買い物・病院・福祉・教育に関
する情報提供」「子どもの世話」「食事を作る」
「買い物をする」傾向が高くなるのは、近隣
住民との会話の頻度（ほぼ毎日、あるいは、
週４，５日）が関連する（石塚２００８）ともいわ
れている。しかしながら、友人などの非親族
関係は、親族関係と比べて変化しやすいこと
も指摘されている（小林２０１０）。それは、先
述したように高齢者は自分と比較的年齢の近
い相手とつながりを形成する特徴を有してい
るため、関係が切れやすくなるためである。
高齢者は子と同居し、その同居子が扶養す
ることが当然とされてきた（森岡ら１９８３；冷
水２００９など）従来の社会から、「通い家族」
（米増ら２００９）に代表される別居家族による
介護へとシフトしている。今後、単身高齢者
が喪失した関係性を補完、代替する役割を担
うインフォーマルな社会関係の機能と構造の
実態を明らかにし、高齢者の単身生活を支え
る課題を考察することがわが国の単身高齢社
会に向けられている。
５．まとめと新たな研究課題
（１）本稿のまとめ
本稿では、まず、単身高齢者の支援に関す
る研究レビューを概観し、家族研究から社会
関係研究へ、そして、単身での継続した居住
生活を実現するための研究テーマがみられる
ことを確認した。そのうえで先行研究から、
高齢者ならびに単身高齢者と家族（子）間の
援助関係および単身高齢者のインフォーマル
な支援関係について明らかにした。高齢者と
子は情緒的・手段的、あるいは経済的援助を
授受している関係にある。また、家族以外の
インフォーマルな支援者とも相互に支え合っ
ている。親族、非親族ともに単身高齢者の支
援機能を果たしていることが浮き彫りにされ
たが、それぞれにサポートの継続性について
問題も存在した。家族は介護や看病を担う重
要な他者であり、それを他のインフォーマル
な関係性に委ねることは難しい。一方、日々
のサポートを身近におこなう近隣住民などの
非親族は年齢同質性が特徴である。そのため、
相手にいつまでサポートを期待できるかは予
測できない。単身高齢者の身体機能や認知機
能が低下し、家族が訪問して介護ができず、
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非親族による日常生活支援を受けることも期
待できない場合には、一人暮らしを断念し、
子との同居や施設入所が検討されることも避
けられない。果たして、切れた関係の代わり
を担う他者が現れるのか、あるいは、その他
者を喪失すると単身生活を送ることが困難に
なるのだろうか。インフォーマルサポートが
継続的に支援機能を果たすことが可能かどう
かが高齢期の単身生活を左右する要因といえ
るだろう。
高齢期の単身生活が成立する要件としては、
健康への配慮、家族や友人・近隣住民等他者
との交流や支え、社会福祉サービスによる支
援、経済力、そして、一人暮らしを前向きに
捉える意識等が挙げられている（福島ら２００４：
合田２００５：井上ら２００６：鈴木ら２００７）。しか
し、一方で、山間地域での単身生活の継続が
困難になる要因には、疾病の悪化、転倒など
によるけが、認知症による生活機能の低下、
その他の要因による生活機能の低下が認めら
れている。住み続けることのできる支援策と
して、①疾病の早期発見と予防、②転倒など
のけがの予防、③認知症の早期発見と早期対
応、④生活機能の低下の予防、⑤緊急時の連
絡システムの整備、⑥近隣・親戚関係を中心
とした助け合いの機能の活用に加え、医療機
関への受診手段の支援が求められている（柄
澤ら２００８）。高齢者の単身生活を可能にして
いるのは、心身機能の自立もさることながら、
他者とのつながりやソーシャルサポートも関
わっていることが示唆される。
鈴木（２０１０）は、少子高齢社会の問題を子
の立場からみた場合、親に対する責任が増す
ことだと指摘する。老親扶養義務というアピー
ルが弱くなったとはいえ、高齢になった親の
面倒をみているのはやはり子を中心とした親
族であり、良くも悪くも親との縁が切りにく
くなる。この問題は、人口が減少する地域で
生活する単身高齢者には如実に表れてくる。
転出者と死亡者の増加が同時に進行し、単身
高齢者を支える他者の存在が限定的となって
いる。具体的には、他出した子による通い介
護を受けているが、近隣住民や友人など親し
く付き合ってきた関係によって保たれてきた
日常生活上のサポートを受けることが相手の
転出や死亡によって継続困難な状況にある。
他出子も確実に高齢化することから、日常的
なサポートや緊急時の対応が必ずしも家族や
近隣に期待できない場合も想定される（本田
ら２００３）。
（２）今後の課題
１）インフォーマルサポートの分担とい
う課題
近年、高齢者と子との同居率が低下し、世
帯規模が縮小していくことから、親族による
支援メカニズムの維持が困難な状況にある
（白波瀬２００５；山口ら２０１１など）ことを指摘
している文献は数多い。しかしながら、実際
にはその問題に関する抜本的な対応策が検討
されるには至っていない。日本の家族は核家
族的関係の中の限定された比較的閉鎖的な状
況にあるが、今後、少子高齢化、核家族化が
進むなか、人々は限られた家族にこだわらず、
もっと人間関係を外に開く試みが必要になる
（直井２０１０）。特定の他者（多くは別居子）
のみにサポートをする上での負担がかかるこ
とのないよう、インフォーマルケアもまた、
分担されることもあるのではないだろうか。
例えば、親のサポートをするときの子の年
齢、配偶関係、家族関係によって中心となる
担い手が変化する場合も起こりうるだろう。
親の介護期間が長期化している昨今、介護者
も自らの健康を気遣いながら介護し、なおか
つ、自分・配偶者双方の親の面倒を同時にみ
なければならないような場合には、十分にケ
アすることが難しいことも考えられる。これ
までそれぞれのインフォーマルサポートが果
たす機能は明らかにされているものの、その
機能の継続性については、関心が向けられて
こなかったため、他のインフォーマルな支援
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が介入する契機やフォーマルサービスなどへ
サポートが分散されるメカニズムについては
未検討である。近年、孫世代が高齢者介護の
重要な担い手として期待できる（藤若ら２０１０）
ことや高齢者のきょうだい関係の課題につい
て、近年の未婚率の上昇や子との同居率の減
少にともなう高齢者のきょうだい関係の重要
性から、相互の介護関係にも転化する可能性
（直井２０１０）が指摘されているように、子以
外の親族サポートの担い手を取り入れようと
する動きがみられる。サポーターが広がりを
見せるなかで、インフォーマルケアがシェア
されるという考え方に立つとき、具体的に彼
らがどのような援助をすることができるのか
は今後の検討課題である。ただし、民法では、
「直系血族及び兄弟姉妹は、互いに扶養する
義務がある」（民法８７７条第１項）、さらに、
「直系血族及び同居の親族は、互に扶け合わ
なければならない」（民法７３０条）と規定して
いるが、孫やきょうだいには介護を含めた扶
養を要請しているものではないとする視点も
ある（山脇１９９７）。
２）インフォーマルサポートの連続性に
関する研究方法の課題
また、高齢期の親族関係は、過去からの関
係が現在の関係に影響を与えており、長期化
する親族関係と合わせて非親族関係を追跡す
る視点が必要となる。他者との関係は、何ら
かのきっかけにより形成・継続するが、その
関係が半永久的に継続することは期待できず、
親族と非親族との関係が代替的な要素をどの
くらい含んで変化するのかがポイントとなる。
その点では、全国家族調査は調査時を基点と
した一年を対象としているため、援助の変化
を把握することは難しい。果たして、「限定
された社会資源」という条件下にある人口減
少社会における単身高齢者のインフォーマル
サポートの展開は、どのような方法をもちい
て明らかにすることができるだろうか。これ
については、高齢者の語りを採用してこれを
明らかにする試みもおこなわれている（畠山
２０１０）。その結果、単身生活以降、家族・親
族のネットワークがより強化されることが大
まかな事例の特徴として認められた。特に、
近居や近隣市町村（おおむね自動車で３０分程
度の距離）に子がいる場合、通院や買い物な
ど日常のサポートをしているが、多少距離が
ある場合は、単身の子が動きを取りやすいと
いう続柄別のサポートの特性も見られた。子
の続柄に加え、配偶関係によってもサポート
に携わることのできる内容や時期が異なって
いる。また、きょうだい（配偶者側の関係も
含む）や孫、さらにはおいなども援助をおこ
なっているケースもあり、子以外の親族を含
めるサポートネットワークの広がりは、社会
福祉や家族福祉の視点から見ると有効である
と考えられる。これまで培われてきた親族・
非親族関係の変化過程は、加齢の進行にとも
なう身体機能の変化や人生の転機ともいえる
ライフイベントの発生、介護保険サービスの
利用状況と合わせて追跡することにより、そ
の実際を詳細に明らかにできる。単身高齢者
のインフォーマルサポートについて変化の連
続性を追跡することで、今後の単身高齢者支
援に関する実践的な課題を提起することにな
る。
注
（１）成年後見制度開始当初の２０００年には、親
族後見人（子・兄弟姉妹・配偶者など）が全体
の９０％以上を占めていたが、２０１１年は約５５％に
まで減少した（成年後見関係事件の概況より）。
（２）浅川ら（２０１０）は、１９８３年から２０１０年ま
での研究をレビューの対象としている。
（３）全国高齢者調査（JAHEAD）は、東京都
老人総合研究所、東京大学、ミシガン大学が１９８７
年から約３年おきに実施している高齢者の追跡
調査である。小林ら（２００７）が分析対象として
いるのは、２００２年の第６回調査結果のうち、生
存している子が２人以上いる７３歳以上の高齢者
である。
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（４）山田（１９９４）は、愛情や感謝の念を理由
にケアを引き受ける家族の存在や家族によるケ
アは気兼ねないといった感情が介護を規定して
いるという見方を「愛情イデオロギーによる束
縛」と表現している。
（５）１９７３年（大阪市と西宮市）と１９７８年（西
宮市のみ）に同じ独居老人を対象として、彼ら
の家族関係を調査した（１９７３年調査時の対象者
は１１５名、１９７８年調査時の対象者は９５名であった）。
５年経過後、１９７３年当時の独居老人の約２割が
子家族との同居（高齢者宅に同居、子宅へ転居
して同居）に転じていた。また、年齢が上昇す
るにつれ、子との同居・施設入所のため、移動
する割合が高まっていた。
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